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第１回広島市社会福祉審議会高齢福祉専門分科会における意見と対応 
 

※今後、対応を継続して検討していく内容を抜粋して記載しています。 

（会議要旨では全ての発言を記載します。） 

番号 項目 発言者 意見（要旨） 対応方針 

１ 

第 9期プラ

ンの推進状

況について 

杉﨑委員 

（第 1 回文

書意見・第 1

回分科会） 

重点施策Ⅰの現段階のまとめにおい

て、「要介護・要支援認定率はおおむね

減少傾向にあり、介護予防の取組が一

定の成果を上げている」旨記載がある

が、要介護・要支援認定率の減少は、

認定基準の厳格化や申請控えといっ

た要因も考えられる。広島市の要介

護・要支援認定者数は過去最高を更新

し続けており、「客観的な事実と危機

感」が伝わる表現に修正すべきではな

いか。 

 

成果目標である「要介護状態等の維

持・改善」の評価指標に「年齢階層別

の要介護・要支援認定率」を用いてい

るのは、高齢者人口の増加や後期高齢

者の割合の上昇等による影響をでき

る限り排除するためです。こうしたこ

とから、要介護・要支援認定者数の増

減そのものではなく、年齢階層別の認

定率により介護予防の取組の成果を

評価しています。 

委員御指摘のとおり、要介護・要支援

認定率の減少には市の介護予防の取

組以外にも複合的な要因があると認

識していますが、成果目標の達成に向

け、設定した数値目標である「高齢者

いきいき活動ポイント事業の健康づ

くり・介護予防活動に参加する高齢者

の割合の増加」や「地域介護予防拠点

の参加者数の増加」はその目標値を概

ね達成していることから、介護予防の

取組が要介護・要支援認定率の減少に

対して一定の成果を上げているもの

と考えています。 

なお、要介護・要支援認定率の低下に

ついて、認定基準やその運用の厳格化

に当たる見直しは行っていません。ま

た、本市が把握している市民からの相

談等においても申請控えや介護保険

サービス等につながっていない高齢

者層の増加を示す事実については確

認されていません。本市においては、

65歳到達時に、介護保険被保険者証を

送付する際、介護保険制度の案内を同

封するとともに、地域包括支援センタ

ーと連携し、地域における見守り活動

等を通じて、介護保険サービスを必要

とする方に適切な支援が行き届くよ

う努めているところです。 

 

２ 

第 9期プラ

ンの推進状

況について 

田中委員 

（第 1 回文

書意見・第 1

回分科会） 

重点施策Ⅰの現段階のまとめにおい

て、一見、介護予防・重度化防止の各

種取組によって要介護・要支援認定率

が減少傾向にあるというように読み

取れるが、認定率の減少には複合的な

要因があると考えられる。 

介護保険サービス等の社会資源にた

どり着けない高齢者層の増加が危惧

され、介護を必要とする人を早期にサ

ービス（認定）につなげていく視点が

今後必要になるのではないか。 

 

３ 

第 9期プラ

ンの推進状

況について 

中川委員 

（第 1 回分

科会） 

重点施策Ⅰの成果目標について、高齢

者人口が増えていることから、割合は

減少しているかもしれないが、実人数

は増えている。資料に記載のない実人

数や要因の部分を示してもらえると

わかりやすいように思う。 

参考資料１ 
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番号 項目 発言者 意見（要旨） 対応方針 

４ 

第 9期プラ

ンの推進状

況について 

高橋委員 

（第 1 回分

科会） 

地域コミュニティの弱体化が問題と

なっている。高齢者ばかりの住宅団地

やマンションなどでは、後継者がおら

ず、コミュニティが壊れてしまい、拠

り所が無くなってしまうので対策が

必要であると思う。 

本市では、通いの場の充実や生活支援

体制整備事業の推進等を通じ、地域に

おける支え合い体制の構築を進めて

います。また、こうした取組と連動し

て地域包括支援センターが高齢者の

実態把握や個別支援を通じて地域課

題の把握に努めるとともに、地域団体

や地元企業とも連携しながら地域全

体で高齢者を見守る体制の構築を支

援しています。 

こうした取組が、地域コミュニティの

維持・活性化にも資するものと考えて

おり、今後も、関係機関等と連携しな

がら、地域の実情に応じた支援体制の

充実に取り組んでまいります。 

なお、本市では、地域団体やＮＰＯ、

企業等の多様な主体が連携して地域

課題の解決に取り組む「ひろしまＬＭ

Ｏ」の設立・運営を支援しており、次

世代の担い手の確保や地域のつなが

りの維持・強化に取り組んでいます。

引き続き、こうした取組を通じて、地

域の実情に応じた持続可能な地域コ

ミュニティの実現を目指してまいり

ます。 

 

５ 

第 9期プラ

ンの推進状

況について 

岡﨑委員 

（第 1回分科

会） 

訪問介護員の不足感が「全国平均より

も低い」、「昨年度より低い」という結

果が出ているが、訪問介護事業は減少

傾向であり、現場の実感と異なるた

め、重点施策Ⅲの現段階のまとめの表

現を再検討していただきたい。 

現場が感じている不足感について

は、本市としても認識しているとこ

ろです。 

アンケート結果として不足感が減少

しているものの、依然として高止ま

りしている現状を踏まえ、資料１の

とおり記載内容を変更します。 

 

６ 

第 9 期プラ

ンの推進状

況について 

浜崎委員 

（第 1 回分

科会） 

重点施策Ⅳの数値目標である「ＡＣＰ

に関する市民向け教室等の参加者数

の増加」や現段階のまとめにおいて、

意思決定支援の視点を加えてはどう

か。 

ＡＣＰが本人や家族、医療従事者らが

治療内容や療養場所などを繰り返し

話し合って決める意思決定支援の方

法であることを、第 10 期プランの取

組に明示し、引き続きＡＣＰの普及啓

発に取り組んでまいります。 

 

７ 

第 9 期プラ

ンの推進状

況について 

田中委員 

（第 1回文書

意見） 

認知症カフェの実数の増加は評価で

きるが、今後はそれを一歩進めた運用

面（活動量、メンバー、内容等）への

アプローチが必要ではないか。 

カフェの実態から課題を探ることで、

さらなる普及のための施策につなげ

るため、今後の３年間は、2040年に向

けて、課題やニーズを探る期間にする

のも一考かもしれない。 

委員御指摘のとおり、今後は認知症カ

フェの運用面の充実を図る必要があ

ると認識しています。このため、第 10

期プランでは、各カフェの運営状況等

の実態を把握し、課題等を分析した上

で内容の充実や質の向上に向けた取

組を推進していく方向で検討してい

きたいと考えています。 
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番号 項目 発言者 意見（要旨） 対応方針 

８ 

第 9 期プラ

ンの推進状

況について 

山田委員 

（第 1 回分

科会） 

郊外の認知症カフェが増えているが、

参加者が少なく、地域での声掛け方法

に課題があるように思う。 

認知症カフェの運営に当たっては、運

営者に対して、地域団体等と連携を図

ることや、地域に対して広く広報を行

い気軽に集える環境を整えるよう求

め、これを実践できるよう、各地域に

おいて認知症地域支援推進員や地域

包括支援センターが支援を行ってい

るところです。引き続きこうした支援

に取り組んでまいります。 

 

９ 

第 9 期プラ

ンの推進状

況について 

高橋委員 

（第 1回分科

会） 

認知症専門医による映像教材を作成

し、多くの市民に共有してもらうこと

で認知症への市民の理解が進むと思

うので対応をお願いしたい。 

多くの市民が、認知症に係る専門職の

講演等を聞くことができるよう、動画

による情報発信を行うことは有益で

あると考えています。 

このため、すでに認知症専門医による

講座を本市公式ＹｏｕＴｕｂｅに掲

載しているほか、各区地域保健対策協

議会等にも、講演会等の動画を可能な

範囲で公開するよう働きかけている

ところであり、こうした取組により、

逐次新しい情報を積極的に発信して

いきたいと考えています。 

 

10 

第 10 期プ

ラン策定の

基本事項に

ついて 

田村委員 

（第 1回分科

会） 

各施策の成功や課題の要因を分析す

ることで施策のＰＤＣＡを回してい

く方がより効果的ではないかと思う。 

これまでもプランの各種目標につい

ては、毎年、推進状況の評価・要因分

析等を実施しており、今後のプランに

おいても引き続きＰＤＣＡサイクル

による進行管理に取り組んでいきた

いと考えています。 

 

11 第 10 期プ

ラン策定の

基本事項に

ついて 

久保委員 

（第 1 回分

科会） 

各施策のリスクマネジメントの進捗

が可視化できるようにしていただき

たい。 

御意見については、第 10 期プランの

策定の中で検討いたします。 

12 

第 10 期プ

ラン策定の

基本事項に

ついて 

杉﨑委員 

（第 1回文書

意見・第 1回

分科会） 

介護現場では、深刻な人手不足が続

き、介護インフラが危機的であること

から、高齢者への予防策を促すだけで

なく、それを支える「介護労働者の定

着・処遇改善」および「働く現役世代

の介護離職防止」の２つをプランの柱

に据え、実効性のある数値目標を織り

込むことを強く要望する。 

介護現場における人材不足は全国的

な課題でもあり、本市としても、介護

サービスの提供体制の充実や介護人

材の確保が重要であると認識してい

ます。そのため、第 10期プランにおい

ても、国や県の動向を注視しつつ、地

域の実情を踏まえながら関連施策の

充実を図るとともに、評価指標につい

ては、できる限り具体的な目標設定を

検討していきたいと考えています。 
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番号 項目 発言者 意見（要旨） 対応方針 

13 

第 10 期プ

ラン策定の

基本事項に

ついて 

川口委員 

（第 1回分科

会） 

担い手不足が深刻化する中、現時点で

2040年を見据えて、見守り、支え合う

地域づくりの仕組みを長期視点で検

討すべきである。 

本市では、地域包括支援センターがコ

ーディネーターとなり、地域団体等が

実施する見守り活動を一元化し、原則

として小学校区単位での見守りネッ

トワークの構築に取り組んでいると

ころです。令和 7年度末時点では、140

地域のうち 9割を超える 131地域でネ

ットワークを構築できていることか

ら、取組は着実に成果を上げているも

のと認識しています。2040 年を見据

え、全ての地域において見守りネット

ワークを構築・維持できるよう、引き

続き着実に取組を推進してまいりま

す。 

 

14 

第 10 期プ

ラン策定の

基本事項に

ついて 

渡部委員 

（第 1回分科

会） 

重点施策Ⅳの数値目標である「医療・

介護専門職の多職種連携を目的とし

た情報交換会等の参加者数の確保」に

ついて、現場レベルでは連携がかなり

進んでおり、情報交換会に参加しなく

ても顔の見える関係が構築されてい

るため、そういった点も踏まえて計画

を立ててもらいたい。 

現在の指標は、多職種における顔の見

える関係づくりやケアの質向上を図

る上で、情報交換会等への参加が重要

であると考え設定したものです。 

委員御指摘のとおり、顔の見える関係

の構築は進んできていますが、職種に

よっては、一層の参画を図る必要もあ

ると考えられることから、引き続き現

場の負担感とのバランスに意を用い

ながら、取組を進めていきたいと考え

ています。 

 

15 

第 10 期プ

ラン策定の

基本事項に

ついて 

原本委員 

（第 1回分科

会） 

認知症課題において、本人の視点や意

思決定支援を踏まえた目標を設定し

てはどうか。 

委員御指摘のとおり、認知症の人の意

思や希望を尊重することは重要であ

ると考えており、認知症施策推進計画

にも位置付ける第 10 期プランの策定

に当たっては、認知症の人や家族等の

声を丁寧に伺いながら、その思いや意

向を踏まえた施策の検討を進めてま

いります。 

 

16 

その他 

高橋委員 

（第 1回分科

会） 

最新の脳科学のスキルを活用して子

供の学力を伸ばすとともに、高齢者に

も脳の活性化のやり方を学んでもら

うことを提案する。 

本市の認知症あんしんガイドブック

（予防活動編）では、認知症を予防す

る生活習慣について記載しており、そ

の中で、運動しながら頭を使うことで

脳を活性化させる「コグニサイズ」も

紹介しています。 

今後も普及啓発に努めていきたいと

考えています。 

 

 


